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東洋大学経済学研究科 公民連携専攻 田渕ゼミ

１ 背景
もし、公民連携を導入せず、従来どおりの行政
が担い手となる公共サービスの提供は、財政
の範囲内でしか提供できず 公共ニ ズのご

市民（利用者）の
公共サービスへの
ニーズの多様化

大きな政府

できるだけ矛盾
を解消

公民連携方策

の範囲内でしか提供できず、公共ニーズのご
く一部しか満たすことができない。一方、公共
ニーズのために負債を増やすと、現在世代の
ニーズは満たせても子供や孫の世代に大きな
負担を先送りすることになる。

自治体財政の
ひっ迫

小さな政府 市民が、どの程度の量と質の公
共サービスを必要とし、それを
どのような方法で確保するかを
考えることが、広い意味での
「公民連携」ということにな
る。
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２ 公民連携（ＰＰＰ）

（１）定義

公共サ ビスの提供や地域経済の再生など何らかの政策目的を持 事公共サービスの提供や地域経済の再生など何らかの政策目的を持つ事
業が実施されるにあたって、官（地方自治体、国等）と民（民間企業、市民
団体、市民等）が目的決定、施設建設・所有、事業運営、資金調達など何ら
かの役割を分担して行うこと。

（出典：東洋大学PPP研究センター）

公
PPPの語源

官 民
民
連
携

PPPの語源
 Public＝「公」
 Private＝「民」
 Partnership＝「連携」

（２）公民連携の類型

ア 公共サ ビス型ア 公共サービス型

公共サービスを行政以外の主体が提供する形態

イ 公共資産活用型

行政が保有する遊休土地を民間が活用する型

ウ 規制・誘導型

自治体や国が規制、規制緩和、補助金などの手段を使って、商店再生、企業誘致、観光
振興など地域にとって必要な政策を実現する

事業が行われる空間（土
地・建物）

行われる事業内容（公共
サービスか、民間事業か）

公共サービス型

行政

行政

公共資産活用型

行政

民間・市民団体

規制・誘導型

民間・市民団体

民間・市民団体

出典：東洋大学PPP研究センター資料
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３ 公民連携（ＰＰＰ）の留意点

PPPの概念図情報の不均衡
公民連携では 行政と民間企業・市民団体の間のコ

官 民 市民

官 市民

決定・実施

決定 実施

民 市民
決定・実施

公共事業

民間ビジ
ネス

税金

料金

PPP

税金

サービス

公民連携では、行政と民間企業・市民団体の間のコ
ミュニケーションが不足する。

このため、公民連携では、行政と民間・市民団体の関
係を透明、公平にすることが求められる。

特定の民間・NPOとの
癒着やなれ合いをしな
いために、行政が一方
的に公民連携すべき公
共サービスの種類、内
容 規模などを決めて

民間・NPOから
みれば、もっと
良い方法があっ
たかもしれない
のに、それが選
ばれな

市民にとって
必ずしも最適
な公共サービ
スが提供され
ない

官の決定権問題

購入料

官 市民民

容、規模などを決めて
しまう

ばれない
ない

あらかじめ、民間・NPO、市民（利用者）に知恵を出しても
らう。癒着やなれ合いを防ぐために公平に行う。

この関係から癒着
やなれ合いを排除
する必要がある

出典：東洋大学PPP研究センター

そして本日…

私たちはＰＰＰ（公民連携）を活私たちはＰＰＰ（公民連携）を活
用したまちづくりを提案します

ＰＰＰはあくまで手段
最終目的は最終目的は

単なるコスト削減を超えて
市民サービスの向上！
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PPP都市三浦市

三浦市からPPPを全国に発信する

三浦の農業の現状三浦の農業の現状

対策が必要！

10年前 現在 10年後

作付面積の拡大が困難・農地の流動化が困難作付面積の拡大が困難・農地の流動化が困難
温暖化の進展による優位性（旬が早い）の消失温暖化の進展による優位性（旬が早い）の消失
暖冬・生活スタイルの変化による需要量の減少暖冬・生活スタイルの変化による需要量の減少
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三浦の農業の現状三浦の農業の現状

対策が必要！

10年前 現在 10年後

高付加価値化（有機栽培、ブランド、２次加工）高付加価値化（有機栽培、ブランド、２次加工）
地産池消と安全安心による消費量の拡大地産池消と安全安心による消費量の拡大
産直アンテナショップを周辺市や県と共同運営産直アンテナショップを周辺市や県と共同運営 量り売り量り売り
「農のある生活」の提供：農地里親、週末農業、健康増進連携「農のある生活」の提供：農地里親、週末農業、健康増進連携

三崎マグロ三崎マグロ

対策が必要！

10年前 現在 10年後

マグロが国際貨物になり清水港での荷揚・通関が一般化マグロが国際貨物になり清水港での荷揚・通関が一般化
クジラと同じ流れでの国際的なマグロの漁獲量規制クジラと同じ流れでの国際的なマグロの漁獲量規制
後継者の減少による清水への目利き移転の不可避後継者の減少による清水への目利き移転の不可避
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三崎マグロ三崎マグロ

対策が必要！

10年前 現在 10年後

産学連携によるｸﾛﾏｸﾞﾛ養殖産学連携によるｸﾛﾏｸﾞﾛ養殖((水温対策、丘養殖の技術水温対策、丘養殖の技術))
ﾒﾊﾞﾁﾏｸﾞﾛを目利きにより高付加価値化ﾒﾊﾞﾁﾏｸﾞﾛを目利きにより高付加価値化
目利きの囲い込み・育成目利きの囲い込み・育成

三浦の漁業（鮮魚）三浦の漁業（鮮魚）

対策が必要！

10年前 現在 10年後

物流機能物流機能のの向上向上によりにより全国全国からから首都圏首都圏へへ鮮魚鮮魚がが集積集積
市場市場にに同同じじ種類、大種類、大きさのものをきさのものを恒常的恒常的にに求求められるめられる
選別施設選別施設がが無無いい、集積場所、集積場所がが無無いためいため小運搬小運搬をを強強いられるいられる
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三浦の漁業（鮮魚）三浦の漁業（鮮魚）

対策が必要！

10年前 現在 10年後

高級魚をブランド化高級魚をブランド化
市場が求める魚種の選別（漁業のやり方、選別方法開発）市場が求める魚種の選別（漁業のやり方、選別方法開発）
鮮度と安全安心の食材、地産池消、農業との輸送連携鮮度と安全安心の食材、地産池消、農業との輸送連携

三浦の観光産業三浦の観光産業

対策が必要！

10年前 現在 10年後

交通容量の限界と慢性的な渋滞交通容量の限界と慢性的な渋滞
旅館・ホテルの新設無し、旅客受入れ能力の限界旅館・ホテルの新設無し、旅客受入れ能力の限界
マイカー日帰り客の増加マイカー日帰り客の増加
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三浦の観光産業三浦の観光産業

対策が必要！

10年前 現在 10年後

観光・生活スタイルにおける交通機関分担（自転車・徒歩など）観光・生活スタイルにおける交通機関分担（自転車・徒歩など）
渋滞交差点の改良工事・自転車歩行車道の推進渋滞交差点の改良工事・自転車歩行車道の推進
バイパス道路の新設（コンセッション）バイパス道路の新設（コンセッション）

三浦市の財政状況
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三浦市緊急緊縮財政宣言（脱・イエローカード）

三浦市財政の状況

①市税収入の減少 約４億５千万の減少

②交付金の減少 約１億の減少

③扶助費の増加 約７億５千万の増加

④病院への繰り出し金 約２億８千万

⑤公社解散に伴う費用 約３０億

財政状況 極めて厳しい状況

○予算編成において約２０億の財源不足

○市債残高 約１６９億

○基金残高 約４億
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今後の取り組み

○経常経費の削減○経常経費の削減

○事業の見直し

○市有財産の処分

○市債権の滞納整理

三浦市の未来予想図

５年 ２０年１５年０年 １０年

観光・漁業・農業の再構築 新しい産業の構築

農業 健康産業（リハビリ）

観光

漁業

観
光

農
業

漁業

健康産業
の基礎づ

くり
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観光・漁業・農業の再構築

観光 ・三浦市にある恵まれた景観を活用する施策

・宿泊により便利な機構（システム）

農業

漁業

・一次産品のブランド化（商標登録化）

・一次産品でない商品（加工食品等）の開発，宣伝

・産業の集積化（場所，全産業の連携）

農業
・高付加価値化「ブランド」販売

学校給食での「市内食糧自給率 100％を目指す

漁業 ・「三崎マグロ」のブランド化（商標登録化）

・クロマグロ（本まぐろ）の養殖

農業 ・学校給食での「市内食糧自給率」100％を目指す

・「人が見える」販売戦略

考えられる方向性①

・高付加価値化：有機（オーガニック）栽培、直接販売機会の拡
大、三浦の特産メニュー（製品化）づくり、「ブランド」販売

具体的には→・有機栽培等を手がけたいエコファーマーや有

志を集め、有機栽培を実施する農地を連担して確保する（周
辺農地への影響を軽減）

・産直アンテナショップを周辺市や県と共同運営し、量り売り
や消費者との意見交換の場を設ける

・駅弁・Ｂ級グルメ等特産メニューを市内で定着・消費させ駅弁 Ｂ級グルメ等特産メニュ を市内で定着 消費させ、
加工品としての消費を増やす

・野菜ソムリエの活用、「サンマ用大根」「おでん用大根」など
用途限定野菜の販売、省ＣＯ２販売、商標登録化等
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考えられる方向性②

・「農のある生活」の提供：農地里親システム、週末農業、健康
増進産業との連携

具体的には→インターネットなどを介して権利と成果品を販
売（有機栽培エリアと連携）

・里山トラストのような基金・組織をつくり、営農の継続が困

難になった世帯等から農地を借り上げ、保全しながら、農業
をやりたい人（特に首都圏のリタイアした中堅～富裕層）に
対して貸し出す

・「三浦健康ツアー」に農業体験や地元産品での健康増進メ
ニューの提供を織り込む

・学校給食での「市内食糧自給率」100％を目指す

景観を活かした観光構想

東ルートサイクリン
グロード

西ルート観光橋
旧三崎高校
跡地活用

地図は三浦じまんHPから
引用
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三浦市業務応援・補助金

三浦コンビニステイプラン

観光客

三
浦
市
宿
泊
施
設
手

旅館
宿泊施設照会

人数，予算等
に応じて宿泊

宿泊客アテンド

登録 アテンド料

ビジネス
客

手
配
セ
ン
タ
ー

ホテル

宿泊
予約 登録・アテンド料

観光・漁業・農業の再構築

観光 農業 漁業観光 農業 漁業

二町谷の活用
旧三崎高校

跡地活用

緊密な連携によ
り，一体的に発展

跡地活用

市役所移転

同時に行政のスリ
ム化を実現
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①①荷捌き岸壁の不足への対応荷捌き岸壁の不足への対応
②②流通加工施設の老朽化流通加工施設の老朽化
③③新規拡張用地の不足新規拡張用地の不足
④④住宅と向上の混在の解消住宅と向上の混在の解消

二町谷埋立の経緯

二町谷へ移転して状況を改善したい

二町谷埋立事業が遅れる間に二町谷埋立事業が遅れる間に

○マグロはコンテナで清水 焼津へ・・・

三崎港でのマグロの水揚げが無くなる

○マグロはコンテナで清水、焼津へ・・・

○国際的なマグロの漁獲規制

○経済状況の悪化

進出予定の加工施設の移転が困難に

埋立による港も土地も必要なくなる

でも埋立事業は止まらずに、多大な市の財政負担だけが残る・・・・・

旧三崎高校跡地活用と市役所移転の目的
１．旧三崎高校跡地の活用及び市役所移転

旧三崎高校跡地の活用について、官側ではなく、民間の考えに基づいて計画
し、実行する。

同時に当該跡地に、市役所を移転し、災害への対応を行う。
旧三崎高校跡地は 現在 三浦市所有となっている点を活かし 跡地の活用に旧三崎高校跡地は、現在。三浦市所有となっている点を活かし、跡地の活用に

際しては、民間企業に跡地を低額で賃貸し、その見返りとして、市庁舎を無償で
建築することを義務付ける（PPEA手法）ことで、三浦市の財政的負担を極力抑え
る。

２．市役所移転による市組織の効率化

市役所を旧三崎高校跡地に移転することにより、市庁舎が三浦市のほぼ中央
に位置することにより、既存の三浦市出張所を統合し、市組織の効率化を図る。

なお 現在の市庁舎が存する三崎地区には 当該地区の住民の利便性を考慮なお、現在の市庁舎が存する三崎地区には、当該地区の住民の利便性を考慮
し、住民票や戸籍の交付等基本的な業務に絞った出張所機能を置くが、当該業務
は民間企業に委託する（今回の募集要項では、当該業務の委託はしない。）。

移転後の出張所跡地については、売却する方向で考察。
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三浦海岸駅

三崎口駅

南下浦出張所初声出張所

計画地(および市役所、出張所所在地）

（旧県立三崎高校）

三崎口駅

２出張所は統合

三浦市役所庁舎

出張所として存続
（民間運営）

産業を活かした健康都市づくり

観光 農業 漁業観光 農業 漁業

素晴らしい景観，素晴らしい農水産品

三浦そのものが精神的充足感を与える

三浦市立病院の改革で肉体的充足感
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ＰＰＰによる西海岸線橋梁建設

31January 8, 2010January 29,2010

１– 西海岸線橋梁建設の事業スキーム：

三浦市
三浦市

（従来型のスキーム） （ＰＰＰによるスキーム）

補助金

契約 契約

契約

契約

設計チェック
施工管理
品質管理

融資

出資

０.２億円/年

エンジニアリング
アドバイザー

財務パートナー

コンセッション会社

施工会社

株主

設計会社

設計担当

施工会社

設計会社
建設費
６０億円

維持管理

契約 契約契約

運営、維持管理

32January 8, 2010January 29,2010

従来型

費
用

期間

国

工事費

維持管理費

50%

三浦市

ＰＰＰ型

維持管理費

工事費

国

ｺﾝｾｯｼｮ
ﾝ会社

期間

コンセッション期間費
用

50%
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2– 財務分析（参考）

1 000
2,000 
3,000 
4,000 
5,000 
6,000 
7,000 
8,000 
9,000 

台数 交通需要（設定）

普通車(7300)

大型車(700)

合計(8000)

40 0

50.0 

60.0 

70.0 

80.0 

事業ﾊﾞﾗﾝｽ （借入金+ 金利+ 維持管理費+ 運営費－通行料金）

金利４%

交通需要予測：８０００台/日の場合

74.4億円（ｺﾝｾｯｼｮﾝ会社）

通行料金（円）

普通車 200

大型車 500

－1.1

0 
1,000 

1 3 30
年数

‐10.0 

0.0 

10.0 

20.0 

30.0 

40.0 

1 3 5 7 9 11 13 15 17 19 21 23 25 27 29

億
円

年数

70.0 

80.0 

事業ﾊﾞﾗﾝｽ （借入金+ 金利+ 維持管理費+ 運営費－通行料金）

　　　　　　　　　　　年
項目

1 2 3 4 ～ 30 備考

ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰによる
ＰＰＰ契約内容検討

ｺﾝｾｯｼｮﾝ会社の選定

調査 設計 施工
70.6億円（ｺﾝｾｯｼｮﾝ会社）

33January 8, 2010January 29,2010

－26.0

‐30.0 

‐20.0 

‐10.0 

0.0 

10.0 

20.0 

30.0 

40.0 
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3– 西海岸線道路橋梁（１）
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西海岸線道路橋梁（２）
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健康年齢が１０年延びた場合
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3 ,0 00 ,000

3 ,5 00 ,000

2025年度高齢者数

2005年度高齢者数

図表3-1-1 都道府県別 高齢者数（65歳以上）の推移

（人）（人）

1 ,0 00 ,000

1 ,5 00 ,000

2 ,0 00 ,000

2 ,5 00 ,000 2005年度高齢者数

全国値

　５４６，２１３人　（２００５年度）

　７７３，４９１人　（２０２５年度）

39
資料：総務省統計局「平成17年国勢調査第1次基本集計（確定値）」、

国立社会保障・人口問題研究所「日本の都道府県別将来推計人口（平成19年５月推計）」
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被保険者１人当たり診療費と受診率
（国民健康保険）
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資料 ： 厚生労働省 「国民健康保険医療給付実態調査」
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65.0%

70.0%

高齢者における後期高齢者の割合
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労働省・厚生労働省 労働者健康状況調査（昭和62、平成4,9,14,19年）
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健康産業

新政権は、昨年１２月３０日、少子高齢化が新政権は、昨年１２月３０日、少子高齢化が
進展するわが国が持続的な経済成長を達成
するため、環境や健康分野を中心に２０２０年
までの１０年間で４７０万人の雇用を創出して
ＧＤＰ成長率を名目で平均３％、実質で２％を
上回る成長を目的とする新成長戦略の基本上回る成長を目的とする新成長戦略の基本
方針「輝きある日本へ」を閣議決定した。
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平均在院日数と病床稼働率から見る病院群 

入院患者及び当座の収入 療養病床及び介護入

病棟閉鎖／規模縮小

入院患者及び当座の収入

を確保することを優先さ

せ、将来的方向性が見えな

い一般急性期等病院群 

平均在院日数は短縮につな

がっているが、それに伴い

療養病床及び介護入

所施設等への転換が

迫っている病院群 

理想とされる一般急性期病院

平
均
在
院
日
数

長 

ＤＣＰ取得 
1,000 病院!? 

病床稼働（利用）率が低下

している一般急性期病院 

理想とされる一般急性期病院

病床稼働率

短 

低 高
現状では、医師及び 
看護師等の不足も要因
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病院経営上の特性・制約条件等

①公定価格（診療報酬制度）①公定価格（診療報酬制度）
安定するが、政策リスクがある。

②競合関係（価格競争がない）
医療計画、ブランド、質

③資金需要（設備投資）③資金需要（設備投資）
定期的に高額な投資資金必要

一般企業と病院の資金需要（概念図）

資金需要額

一般企業

製品開発、生産力拡大、販

売力向上などのために、常

に資金需要があり、資金調

病院

資 需要 あり、資 調

達力強化が経営のキーファ

クターの一つ

他産業と比べ比較的資金調

達の頻度が少ない上、機動

性に対する要請もそれ程高く

年数

25～30年程度

ない

資料：松原由美『これからの中小病院経営』
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心理的価格

多く 消費者 価格を 質 安 る・ 多くの消費者は、価格を品質の目安に利用している。
イメージ価格設定は、ブランド品では特に効果的である。

・ 高価格のバックや香水、自動車は、高品質であると知覚

される。一般に真の品質についての情報が手に入らなけ

れば、（医療の非対称性）価格は品質の証として作用する
。

・ 消費者は明らかに、知らない製品やサービスより、知って

いる製品やサービスに高い価値を支払いたいと考える。
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日本の家計の金融資産は１４３９兆円

 個人金融資産１４３９兆円の５５％にあたる７９１兆円が預
貯金及び現金である（２００９年９月末、日銀調べ）。貯金及び現金である（ 年 月末、日銀調 ）。

 そして、預貯金の６０％は６０歳以上が保有している。日本の
家計の金融資産は１５００兆円、うち800兆円は60歳以上が
持つ。

 将来の健康などへの不安が、国内総生産（ＧＤＰ）の１．６倍将来の健康など の不安が、国内総 産（ ）の 倍
もの資金を年０．１～０．３％の富しか生まない預貯金に眠ら
せている。

時空の価値

余暇時間の使い方にも階層化が顕著になっている。
余暇のボトルネックが 「『金』にある層」と 「『時間』に余暇のボトルネックが、「『金』にある層」と、「『時間』に
ある層」との二分化である。所得が少ない層は、家に
こもって、テレビやインターネットで時間を消費する。
所得の多い層は、レジャーやホビーなど、余暇の過ご
し方に対して活発なニーズがある一方で、それをこな
す時間が取れない。このため、限られた時間に対して
、極めて高額な支出を行う。この両者の間で、余暇時
間の使い方の二層化が、今後一層進展すると考えら
れる。
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「健康」をキーワードに市（市内産業）を再構築

農業

健康

漁業

・三崎のマグロ

・水産加工

農業

・付加価値向上

・地産地消 観光

・温暖な気候

・短期滞在

健康
産業

財政

・市立病院改革

・市役所効率化

不動産・経済開発
・二町谷の活用

・三浦高校跡地活用

中長期の方策を考えるに当たって
 三浦の魅力

温暖な気候・ウォーターフロント、マリンスポーツ

新鮮な農作物 海鮮新鮮な農作物、海鮮

首都圏からのアクセス

 社会的な要請
高齢化（アクティブシニア増加、健康寿命延長への期待）

高度な医療（予防医療、リハビリ等）が身近に

生活の質の維持・向上

 魅力をさらに向上させるために
農産物・海産物の質（ブランド的質も含む）の維持・向上

 IT・ICTを活用した効果の立証

規格化・標準化の推進
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「健康マグネット都市・三浦」

“三浦に来れば、健康になれる”

健康

観光 海水浴・マリ
ンスポーツ
短期滞在
健康診断
リハビリ

崎ブラ ド 三浦ブランド健康

漁業 農業

三崎ブランド
少量の高級魚
水産加工は少
他都市との競争

三浦ブランド
大量供給
加工品は少
付加価値の向上

「健康マグネット都市」とは

 健康になれるための“機能” “環境” “特産品”が集中
 市立病院、重患児湯、ライフスタイル、漁業・農業農

 健康になりたい人が集まってくる、来た人が健康になる
 病後ケア、アクティブシニア（リタイア層）

 健康をつくる技術、技能が集積
 先端的医療技術の呼び込み・基盤整備、ＹＲＰとの連携？

 健康生活を促す戦略が明確になった政策展開
 市立病院の経営改革等と合わせ、財政再建、都市づくりの中

心に「健康」を心に「健康」を

都市としてワンストップで「健康」を提供
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市が果たすべき役割は？

 政策の明確化（長期ビジョン）・重要施策への投資

 健康づくりのための高度な人材（漁業・農業）育成支援

 交通・物理的・情報アクセス基盤の構築

 医療機関・民間企業との協働施策の検討

ＰＰＰ手法の検討・ＰＰＰ推進体制（組織等）整備

ＰＰＰ推進のために

 都市の課題解決のために、さまざまな主体が

協力できる体制をつくる

 得意な人が得意なこと→市民サービス向上

三浦市

民間企業等

※市が直接、他の主体と実施

公的な体制を整備して実施 etc. 協働の形はさまざま

ＮＰＯ等

市民
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スケジュールの検討

年

• ＰＰＰを進める体制の整備

• 西ルートの検討、二町谷を含む都市整備のビジョン

• 農業・漁業の高付加価値化・人材の育成システムを構築
～５年

農業 漁業の高付加価値化 人材の育成システムを構築

• 市立病院を中心に高度医療・人材の集中的誘致

５～15年

• ＰＰＰの実践

• 西ルートの実現、開発の推進

• リハビリ・高度医療拠点としての市立病院の運営

15年～

• アジア・世界における健康・医療関連情報・技術の拠点

• 健康都市づくりの発信

• 同様の取り組みを進める都市とのネットワーク化
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